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*教育実践高度化専攻学校経営コース（School Leadership and Management Course） 
義務教育の教頭における職能開発に関する調査研究 
－研修交流による資質・能力の習得状況に着目して－ 
Development Program of Vice Principal in elementary and junior high school： 





















































主な国の動向として、1987 年 12 月の教育職員養成審議会答申『教員の資質・能力の
向上方策等について』において、現下の教育課題を解決するために教育の質的水準を

















































































文部省が 1973 年から 1997 年にかけて「教員人事異動調査」を実施し、各都道府県
の市町村間異動率が明らかとなっている。植竹(2019)は、国政研が取りまとめた『県
費負担教職員制度運用の多様性に関する調査研究』において、教員人事異動調査から




 A 県の教頭人事で 2014 年度からの 6 年間において、政令指定都市等を除く市町村の
異動者数と、異動者のうち広域人事異動者数と割合をまとめたものが表 1 である。 
 








2014 年度からの 6 年間に A 県（政令指定都市等を除く市町村）において広域人事異
動を経験した小・中学校の教頭 123 名（副校長 1 名を含む）を調査対象とした。しか
し、2018・2019 年度に教諭から教頭または、教育委員会から教頭に昇任した方は、所
属市町村の教頭経験がないと判断し除外した。また、この期間に退職している 6 名、
降任等 5 名も除外した。調査対象の性別の内訳は、男性が 109 名(88.6%)、女性が 14
名(11.4%)である。 
(2) 研究の方法 
2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度
異動者数 228 230 231 220 214 229
うち、広域人事 29 35 20 22 23 30
割合 12.7% 15.2% 8.7% 10.0% 10.7% 13.1%
異動者数 92 128 109 109 97 87
うち、広域人事 13 9 8 2 6 7













・調査時期：2019 年 7 月末から 9 月上旬 
・調査方法：郵便による自記式質問紙調査 
・調査項目：教頭昇任後の勤務年数及び教頭における広域人事異動の状況等、フェイ
スシートとして 8 項目をはじめ、辞令を受けた際の納得度（2 項目）、教
頭職における職能開発（3 項目）、メンタルヘルス（4 項目）及び知識、
資質・能力の習得状況（1 項目）の合計 18 項目の調査を設定した。なお、
「知識、資質・能力の習得状況（1 項目）」については、国政研『副校長・
教頭の職務状況に関する調査研究報告書』の質問項目を活用した。 
・回収率  ：調査対象者 123 名のうち、73 名(59.3%)から回答を得た。内訳は、男性が
68 名(93.2%)、女性が 5 名(6.8%)であった。2019 年度の役職は校長職が
















回答だったため回答数は 71 名となっている。 
 





１：全く有益でない 0 (    0.0%)
２：有益でない 2 (    2.8%)
３：どちらともいえない 8 (  11.2%)
４：有益である 29 (  40.9%)
５：とても有益である 32 (  45.1%)
全体 71 (100.0%)










表 3 成長機会の有益度 
 




げることができ、それらを降順にまとめたものが表 4 である。 
 










本調査 教頭職における研修交流 32 ( 45.1% ) 71
教育委員会・知事部局での勤務経験 501 ( 66.3% ) 756
副校⻑・教頭になってからの校⻑からの指導・⽀援 1242 ( 61.9% ) 2007
教員としての経験 1233 ( 61.0% ) 2022
副校⻑・教頭としての⽇々の実践 1125 ( 55.8% ) 2017
副校⻑・教頭になる以前の校⻑・副校⻑・教頭の影響 970 ( 48.0% ) 2021
主任としての経験 882 ( 47.3% ) 1864
副校⻑・教頭になってからの校内の他の副校⻑・教頭との協働（複数配置の場合） 575 ( 46.1% ) 1246
他校の副校⻑・教頭との情報交換・アドバイス 908 ( 45.4% ) 2002
副校⻑・教頭としての仕事の振り返り 882 ( 44.0% ) 2005







調査名 項目 回答数 経験度
本調査 研修交流 32 ( 45.1% ) 71
教育委員会・知事部局での勤務経験 501 ( 66.3% ) 756 0.37
副校⻑・教頭になってからの校内の他の副校⻑・教頭との協働（複数配置の場合） 575 ( 46.1% ) 1246 0.61
異動経験 724 ( 36.3% ) 1997 0.98
教育センター等での⻑期研修員としての経験 146 ( 36.0% ) 406 0.20
教員研修センターの学校組織マネジメント研修 268 ( 32.7% ) 819 0.40
大学院派遣研修 90 ( 29.4% ) 306 0.15
副校⻑・教頭になった後の⾏政研修 362 ( 26.6% ) 1359 0.67
副校⻑・教頭になる前の⾏政研修 292 ( 23.1% ) 1262 0.62
国立特別⽀援教育総合研究所の指導者研修 58 ( 22.5% ) 258 0.13




















ど多くの教頭が経験している項目となる。図 1 は、教育委員会が差配可能な 10 項目と
研修交流とを合わせた施策の有益度と経験度をまとめたものである。 
 































まとめたものが表 5 である。 
 












イント以上ある項目を降順にまとめたものが表 6 である。 
 







回答数 72 61 32
上回った項目数 14 21 32
下回った項目数 20 13 2
差の絶対値 0.0734 0.0731 0.1600
国政研調査
回答数 平均値 平均値
施設管理や会計管理に関する知識 32 3.97 3.43 0.54
経営ビジョンを構想する力 32 4.03 3.64 0.39
文書処理能力 32 4.22 3.91 0.31
教育委員会と渉外・調整・連携する力　 32 4.13 3.84 0.29
校内の協働的な雰囲気を作る力　 32 4.16 3.89 0.26
校内外の情報を把握し整理する力　 32 4.06 3.82 0.24
計画的な事務遂行能力　 32 4.03 3.82 0.21
本調査
質問項目 差












中から選択を求め、平均値を降順にまとめたものが表 7 である。 
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